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世帯構造の変化
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世帯数の減少と単身世帯の増加

＇出所（2000年までは総務省「国勢調査」、
2010年以降は国立社会保障・人口

問題研究所より野村證券金融経済
研究所作成

＇構成比：％（

2000年 2010年 2020年

単独 27.6 27.9 29.7

＇うち65歳以上（ 6.5 8.8 11.0

夫婦のみ 18.9 21.5 21.9

＇うち65歳以上（ 8.2 10.4 12.0

夫婦と子 31.9 29.0 26.7

世帯類型の構成比

50％超える

＜今後の標準世帯＞
＜今までの標準世帯＞
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低い日本の都市人口比率
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都市人口比率の国際比較

＇注（都市に住む人口の比率。都市の定義は各国による。日本については、人口集中地区。人
口集中地区は、人口密度が1平方キロメートル当たり4000人以上の基本調査単位区等が
市区町村の境界内で互いに隣接して、それらの隣接した地域の人口が調査時点で5000人
以上を有する地域。

＇出所（国際連合より野村證券金融経済研究所作成
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コンパクトシティ（高密都市）の効用
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 環境に優しい

 サービス業の生産性の向上

 財政効率の向上
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コンパクトシティ構想の具体例
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＇出所（富山市役所資料より引用＇ http://www.mintetsu.or.jp/mintetsu/28_p12_13.pdf （

富山市のコンパクトシティ概念図
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 工場・企業誘致

 観光立国＇ＶＩＳＩＴ ＪＡＰＡＮ（

 もう一つの方法：逃げない産業を作る

地域活性化の方法
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アグリビジネスの将来展望（１）

6

アグリ
ビジネス

他のビジネスとの融合で、次世代のアグリビジネスを展開

医療・健康ビジネス

観光ビジネス

環境ビジネス

水資源ビジネス

アグリビジネス ×
成長する

数百兆円市場
融合
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日本の年齢別労働参加率＇2008年（

＇出所（総務省「労働力調査」より野村證券金融経済研究所作成

22.8 55.4 15.6 6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事を持ち続けたいし、その目処も立っている

仕事を持ち続けたいが、未定である

もう仕事はしない予定である

わからない

60歳を過ぎても仕事を続けたいか？
＇団塊の世代向けアンケート（

＇出所（野村総合研究所「団塊の世代のセカンドライフに関するアンケート調査」＇2005年（より野村證券
金融経済研究所作成
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アグリと観光との融合
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団塊の世代の住まい方（読売広告社のアンケートから）

五十五歳から五十九歳までの男女で、都心から四十キロ圏内に住む持ち家居者
に聞いたアンケート

３５％が「住み替えたい」「できれば住み替えたい」と回答。住み替え先は「
近所」が３６・４％で最大。「地方や田舎」が２６・４％と意外に多く、
「都心部・中心部」が２０％で続いている。

男女別では男性が「地方や田舎」で四割を超えたのに対して女性は二割以下。
「都心部・中心部」では女性が男性を上回った。

転居先では「分譲一戸建て」が５２・１％で「分譲マンション」が４０％とな
った。住み替え前の住居は「持ち家一戸建て」が６９・３％、「分譲マン
ション」は３０・７％。「防犯性が高い」「メンテナンスが楽」「機能的
」といった理由で、一戸建てからマンションに移りたい意欲の高い。

→熱海の復活？
8



リサーチする
本当に「売り」は野菜や畜産物だけか？民芸品でもなんでもかまわない。洗

いざらい調べてみる。

コンセプト・ストーリーを作る
品揃えで勝負か（一村一品運動）、少数精鋭型で勝負か。その商品で何を訴

えたいのかを明確にする。味＋目新しさ、意外性など。

地域資源の最大活用
農産物以外にも地域で活用できる資源（土地、会社、寺社、有名人、景観・

・・）は最大限活用する。

如何にＰＲするか？

9

地域活性化に向けて＇１（
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大きな枠組みとしては・・・

主に誰で、何処で、何を対象にするのか？

どのような体制で実施するのか？

資金をどのように工面するのか？

・・・陥りやすい問題点

コンソーシアムを作っただけで満足してしまう。

大枠の議論に集中し、具体論がでてこない。

いくつかのテーマを融合し、絞り込み、「事業化」・「成功事例」というキー
ワードを強く意識することが重要ではないか。「大きな枠組みをつくり、
目標を明確化し、その中で小さな成功事例を積み上げる。」

10

地域活性化に向けて＇2（
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中山間地の活性化策（林業）
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梼原町の地域づくり

森と水の文化構想<3K構想>
21世紀への基本理念を、先人の知恵に学び自然と供に、共生と循環の社会を実現するた
め、環境・健康・教育として、住民と共に笑顔あふれる街づくりをめざす。

健康 教育

環境

地域の環境条件を
活かした安全・安
心な産品の生産
・環境モデル都市
・FSC認証制度

楽しく学び合い、健
康を維持増進する
ネットワーク
・健康づくりは学習
・予防重視

自然環境を活用した
学習の場
・体験学習
・協働の森

地域資源を活かした
地域振興
・森林セラピー
・バイオマス

＜3K構想＞  　循環と共生のまちづくりを目指して
 四万十川の源流の地で「山の民」として
 　山を愛し、水を慕い
 　自然を活かし生きるために・・・。

 自然との共生を高める
 ・自然の魅力を高める
 ・人と自然との融合を
 　めざす
 ・自然を活かす

 循環型社会をめざす
 ・資源の循環を考える
 ・循環の思想を広める
 ・経済の循環を考える

〇鎮守の森づくり条例
〇森林セラピー
〇千枚田オーナー制度
〇自然エネルギーの利用促
進

〇森林づくり基本条例
〇地産地消運動の展開
〇木質バイオマス地域循環
モデルプロジェクト

＇出所（環境省資料より引用

１）風力発電、小規模水力発電、バイオマスなどを用いた環境中立型都市を目指す
２）環境保全と都市との交流を求めて、棚田オーナー制度を創設
３）森林資源を用いた健康・医療分野への進出（森林セラピー）
４）坂本龍馬に関する観光でも需要を取り込む

同じような取り組み例
としては、北海道の下
川町も有名である
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概 要

所在地 ： 和歌山県東牟婁郡

代表者 ： 奥田 貢

設立年月 ： －

町民数 ： ４８６名

経 緯

 北山村は全国で唯一の飛び地であり、昔から良質の杉に恵まれ林業で栄えていた。伐採された木材は川を利用して筏によって木
材集積地の新宮まで運んでいた。

 平成の大合併の流れの中で、新宮市との合併も選択肢に挙がっていたが、新宮と合併した場合、消防・救急の対応レベルが今よ
りも下がってしまうと判断し、独立の道を選んだ。

 「合併したくてもできない」という気持ちが村にはあり、だからこそ村として生き残ってゆく道を模索する必要があった。

 1983年に村とじゃばらの原種を保有していた個人が先頭に立ち、パイロット事業で約10haの畑を造成した。

 1985年10月に村で特産じゃばら振興会を発足し、市場開拓や商品開発を進めてきた。

事業内容

 じゃばらの生産、加工、販売を行っている。じゃばらは元々、北山村に自生していた柑橘であり、原種は日本国内では北山村のみ
の栽培である。

 2001年から楽天市場に出展し、急激に販路を拡大することができた。また、じゃばらの花粉症効用調査を実施し、効果があったと
公表したところ、取材依頼が舞い込み宣伝効果もあり、売り上げ増に繋がった。

 2010年度には売上2.75億円まで伸びたが、2011年度は台風の影響もあり、1億円に減ってしまった。2012年度は1.6億円を見込ん
でいる。

中山間地の活性化策（農業）：北山村

＇出所（北山村村長へのインタビューをもとに野村アグリプランニング＆アドバイザリー作成

http://www.kitayamamura.com/item/59/
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加工場
（村直営）

民間工場

原材料
＇果汁・果皮（

果汁・ドリンク・ジャム・ママレード
ジャム・ポン酢等の製造

酒・ワイン・缶ドリ
ンク・飴等の製造

生産

販売

楽天市場

わいわい市場

直販サイト

百貨店・スーパ

直販店

村直営
北山振興株式会社

じゃばら生産者組合
１７名

H15年10月1日予約販売
デイリーランキング

1位～6位独占！

北山村の取り組み＇１（

「山口県安芸郡馬
路村」では、「ゆず」
を使った地域活性化

＇出所（農林水産省：６次産業推進中央支援事業における北山村発表資料より作成

http://www.kitayamamura.com/category/55/
http://www.kitayamamura.com/category/3753/
http://www.kitayamamura.com/category/17/
http://www.kitayamamura.com/category/60/
http://www.kitayamamura.com/item/75/
http://www.kitayamamura.com/item/4103/
http://www.kitayamamura.com/item/50/
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＇出所（農林水産省「６次産業推進中央支援事業」における北山村発表資料より抜粋

北山村の取り組み＇２（
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連携による６次産業化の例（川場村）
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人口 3,544人

面積 85.29k㎡

高齢者比率 37.6％

＇出所（川場村観光協会オフィシャルサイトより

＇出所（Googleマップより
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道の駅「川場田園プラザ」
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＇出所（田園プラザ川場HPより

http://www.kitayamamura.com/category/60/
http://www.kitayamamura.com/item/75/
http://www.kitayamamura.com/item/4103/
http://www.kitayamamura.com/item/50/
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都市農村交流（世田谷区との連携）
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＇出所（川場村HPより

＇出所（世田谷区民 健康村HPより
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ＳＰＣ

電力会社等

【前提】FITによる
電力買取契約

売電収入

地域金融機関

元利金返済

融資

代金
支払

機器
納入

地方自治体

許認可・＇資金面も含めた（サポート・助言

損害保険会社

保険料支払

損害リスク

エクイティ

デット

総コスト

分配金等

出資＇匿名組合契約（

地元企業
連携

特定投資家

地域振興

 複数の事業会社がコンソーシアム＇共同企業体（として、特別目的会社＇SPC（を設立し、デット・エクイティの資金を調達します。

 事業が安定的に黒字化した場合、事業収益の一部を使った農業振興・地域振興策を検討します。＇※投資家の意向にも依存（

事業計画、資金調達の全体図

発電機メーカー

政府
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「新結合」と「第６次産業」
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 「新結合＇イノベーション（」とは

1. 新しい製品の創造

2. 新しい生産方法の取り入れ

3. 新しい販売経路、市場の開拓

4. 原材料と半製品の供給の源の獲得

5. 新しい組織の形成



20


